
（平成２１年２月１８日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 14 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 11 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 5 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 2 件

年金記録確認福島地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

福島国民年金 事案 462 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は申立期間のうち、昭和 45 年４月から同年９月までの国民年金保険

料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 44 年９月から 45 年９月まで 

私は、20 歳になったら国民年金に加入することが義務だと思っていたの

で、20 歳になってすぐに、自分で国民年金の加入手続を行ったと思ってい

た。 

国民年金に加入した当初から自分で国民年金保険料を納めていたが、領

収書を紛失したので心配になり、Ａ市役所に相談に行ったことを憶えてい

る。その時に、「この手帳とこれからの領収書を持っていれば大丈夫で

す。」と言われたことを憶えている。 

初めからなのか途中からなのかはっきりとは憶えていないが、領収書が

残っている分より前から納めていたことは確信している。 

納付場所は、Ａ市役所の窓口である。納付金額は憶えていないが、２か

月に１回、期限内に納めていたので調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除き未納は無い上、申立期間後の被保険者資格の種

別変更手続も適正に行っていることから、国民年金保険料の納付意識は高い

ものと考えられる。 

また、申立期間のうち昭和 45 年４月から同年９月の国民年金保険料につい

ては、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された時点（45 年７月）で現

年度納付が可能であり、納付方法等に関する申立人の証言内容にも不整合な

点はみられないことから、納付されたもの考えるのが自然である。 

一方、申立期間のうち昭和 44 年９月から 45 年３月の国民年金保険料につ

いては、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された時点で過年度保険料



                      

となり、申立人は「Ａ市役所の国民年金の窓口で納付した。」と述べている

が、Ａ市は「申立期間当時において過年度保険料の収納は行っていなかっ

た。」と回答していることから、納付されたものとは考え難い。 

なお、申立人に対し別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわ

せる事情は見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 45 年４月から同年９月までの国民年金保険料を納付していたものと認め

られる。 



                      

福島国民年金 事案 463 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 62 年８月から 63 年２月までの期間の国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62 年８月から 63 年２月まで 

    私は、国民年金以外でも、支払いを滞納したことはない。離婚や引っ越

し等により書類は残っていないが、申立期間の国民年金保険料を納付して

いたと思うので、調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人に係る戸籍の附票を調査した結果、申立期間中に住所の移動が確認

されたため、当該移動先市町村に照会を行ったところ、同市町村が保管する

申立人に係る国民年金被保険者台帳の記録により、申立期間のうち昭和 62 年

８月から 63 年１月までの国民年金保険料の納付が確認されたことから、申立

人に係る納付記録について、行政側における記録管理の不備が認められる 

また、申立人は、申立期間を除き国民年金保険料をすべて納付しており、

厚生年金保険から国民年金への切替手続も適正に行っているなど、年金制度

への理解が深く、納付意識も高い上、前述のとおり、行政側における申立人

に係る記録管理に不備が認められることを考え合わせると、申立人が昭和 63

年２月の国民年金保険料のみを未納としていたとするのは不自然である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

福島国民年金 事案 464 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成３年 11 月から４年１月の国民年金保険料については、納付し

ていたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年 11 月から４年１月まで 

私は、申立期間当時に勤務していたＡ事業所の試用期間が３か月間であ

ったため、あらかじめ厚生年金保険に入っていないことが分かっていたの

で、未納期間となっている申立期間である３か月間の国民年金保険料を、

仕事が一段落したころ、Ｂ市役所に行って自分で納付した。 

納付書は持っていなかったが、市役所本庁舎１階の正面玄関から入って

右側にあった年金課の窓口において、３か月分の国民年金保険料を現金数

万円で一括納付し、領収書を受け取った。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除き未納は無い上、国民年金と厚生年金保険の切替

手続や被保険者資格の種別変更手続も適正に行っていることから、年金制度

への理解は深く、国民年金保険料の納付意識も高いものと考えられる。 

また、申立期間当時の国民年金保険料の徴収方法等について、Ｂ市は、

「申立期間当時、年金課の窓口は市役所本庁舎１階右奥に位置していた。」、

「納付書を持参している被保険者に対しては庁舎内にある銀行の窓口で納付

するよう案内していたが、納付書を所持していない被保険者については、年

金課の窓口で国民年金保険料を預かり受領書を発行していた。」としており、

申立内容とも合致し、申立内容の全体を通じて申立人の主張に矛盾はみられ

ない。 

さらに、申立期間は３か月と短期間である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

福島厚生年金 事案 321 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を昭和 49 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を９万 2,000 円と

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 49 年３月 31 日から同年４月１日まで 

厚生年金保険の加入記録では、異動先であるＢ社の資格取得日は昭和 49

年４月１日となっているものの、Ａ社の資格喪失日が同年３月 31 日とな

っているため、申立期間が欠落（昭和 49 年３月の被保険者期間１月が欠

落）している。 

しかし、私は、Ａ社には昭和 49 年３月 31 日まで勤務し、同日の夜にＢ

社が所在するＣに向かい、翌４月１日から同社に勤務した。 

したがって、転籍による勤務事業所の変更はあったが、勤務は継続して

いることから、厚生年金保険の被保険者期間が申立期間において欠落して

いるのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

給与明細書、雇用保険の加入記録から判断すると、申立人が申立てに係る

グループ会社に継続して勤務し（昭和 49 年４月１日にＡ社からＢ社に異動）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、給与明細書の厚生年金保険料

控除額及び社会保険庁の申立期間前後の記録から、９万 2,000 円とすること

が妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、元



                      

役員は「給与から保険料を控除した場合、帳簿上預り金として残っているの

で、納付を忘れることはない。さらに、昭和 49 年３月の時期は、Ｄ社が資本

参加していたため、外部の公認会計士等による会計監査が定期的に行われて

おり、会計処理は適切、かつ正確に処理されていた。したがって、給与から

控除した預り金は、適切かつ正確に納入されていたと確信している。」と回

答しているが、これを確認できる関連資料等は無く、申立人と同様に異動し

たとみられる被保険者５人については、いずれもＡ社における資格喪失日が

昭和 49 年３月 31 日、Ｂ社における資格取得日が同年４月１日となっており、

被保険者期間の欠落が生じていることから、事業主が資格喪失日を昭和 49 年

４月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年３月 31 日

と誤って記録することは考え難いため、事業主が同日を資格喪失日として届

け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年３月分の保険料につい

て納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、

その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を

含む。）、事業主は、同月の保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

 



                      

福島厚生年金 事案 322  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係

る記録を昭和 26 年８月 20 日に、資格喪失日に係る記録を同年 10 月１日に

訂正するとともに、申立人の同社Ｂ支店における資格取得日に係る記録を同

年 10 月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 4,000 円とすることが必

要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 26 年８月 20 日から 27 年４月１日まで 

Ａ社（現在のＣ社）における私の在職期間は、同社が発行した在職証明

証のとおり、昭和 26 年８月 20 日から平成２年６月 30 日までであり、申立

期間が厚生年金保険の被保険者期間から欠落していることには納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、Ｃ社から提出のあった回答書及び人事記録から判断

すると、申立人が同社に継続して勤務し（昭和 26 年８月 20 日に入社し、同

日付けで同社Ｂ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、社会保険事務所が保管するＡ

社（本店）に係る昭和 26 年 10 月の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記

録から、4,000 円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、当時、納入告知書と源泉控除した保険料総額を照合し、一致しない

場合には、社会保険事務所に問い合わせるといった事務手順を踏んでいたこ

とから、納付したと思われるとしている。しかし、これを確認できる関連資



                      

料等は無く、社会保険事務所が保管するＡ社（本店）及び同社Ｂ支店に係る

健康保険厚生年金保険被保険者名簿によれば、ⅰ）申立人が同社（本店）に

おいて、昭和 26 年 10 月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得したもの

の、同日に同資格を喪失した記録があり、当該被保険者資格得喪日である同

年 10 月１日は、申立人が申立期間に勤務していた同社Ｂ支店が社会保険の適

用事業所となった新規適用年月日と一致すること、ⅱ）同年 10 月１日に同社

（本店）において厚生年金保険の被保険者資格を喪失すると同時に、同社Ｂ

支店において同資格を取得した被保険者に対しては健康保険の整理番号１番

から 11 番までが付与された後、27 年４月以降に同資格を取得した被保険者

には 12 番以降の同番号が付与されているが、申立人に対して付与された同番

号は 13 番となっていることから、事業主が同社（本社）における資格取得日

及び喪失日を昭和 26 年 10 月１日、同社Ｂ支店における資格取得日を 27 年４

月１日として届け、その結果、社会保険事務所は申立人に係る 26 年８月分か

ら 27 年３月分の保険料の納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に

係る保険料を納付する義務を履行していないものと認められる。 



                      

福島厚生年金 事案 323  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得

日に係る記録を昭和 30 年７月 16 日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を

8,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 30 年７月 16 日から同年８月３日まで 

私は、昭和 30 年５月に大学を卒業してＡ社（現在のＣ社）に就職した。

最初の勤務地はＤ市Ｅの本店だった。当時 100 人就職試験を受け、そのう

ち、就職できたのは私を含めて５人だけだった。その後、私は抜擢されて

ＦとしてＧ市に所在するＢ支店で働くことになった。Ｂ支店では、従業員

数は店長以下 13 人ぐらいであり、私はＨ係とＩ係を担当し、主にＪだっ

た。 

私は、Ｂ支店での給与明細書は保存していないが、申立期間のみ厚生年

金保険に加入していないとは考え難い。したがって、申立期間（昭和 30 年

７月分）を厚生年金保険の被保険者期間として認めて欲しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｃ社から提出のあった人事記録及び申立人から提出のあった昭和 30 年８月

１日付けのＦを命ずる等の辞令書から判断すると、申立人が同社に継続して

勤務し（昭和 30 年７月 16 日に同社Ｋ支店から同社Ｂ支店に異動）、申立期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、社会保険事務所が保管するＡ

社Ｂ支店に係る申立期間直後の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録か

ら、8,000 円とすることが妥当である。 



                      

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は、当時、納入告知書と源泉控除した保険料総額

を照合し、一致しない場合には、社会保険事務所に問い合わせるといった事

務手順を踏んでいたことから、納付したと思われるとしているが、これを確

認できる関連資料、周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを

得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に行

ったか否かについては、これを確認できる関連資料、周辺事情が無いことか

ら、行ったとは認められない。 



                      

福島厚生年金 事案 324  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得

日に係る記録を昭和 37 年８月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を２

万 6,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 37 年８月１日から同年 12 月 19 日まで 

私が、Ａ社（現在のＣ社）Ｄ支店から同社Ｂ支店に異動になった際の被

保険者期間が４か月欠落しておりますが、庶務係が４か月も手続をしない

という事はあり得ません。 

したがって、申立期間の厚生年金保険の加入記録について、調査をお願

い致します。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、Ｃ社から提出のあった人事記録から判断すると、申

立人が同社に継続して勤務し（昭和 37 年８月１日に同社Ｄ支店から同社Ｂ支

店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、社会保険事務所が保管するＡ

社Ｂ支店に係る申立期間直後の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録か

ら、２万 6,000 円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、当時、納入告知書と源泉控除した保険料総額を照合し、一致しない

場合には、社会保険事務所に問い合わせるといった事務手順を踏んでいたこ

とから、納付したと思われるとしているが、これを確認できる関連資料、周

辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 



                      

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に行

ったか否かについては、これを確認できる関連資料、周辺事情が無いことか

ら、行ったとは認められない。 



                      

福島厚生年金 事案 325  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格喪失

日に係る記録を昭和 36 年 11 月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を１

万 8,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36 年 10 月 30 日から同年 11 月１日まで 

私は、Ａ社（現在のＣ社）に昭和 33 年に入社以来、一度も休職及び退

職せずに定年まで勤務した。その間、毎月、給与から厚生年金保険料が控

除されていた。 

したがって、申立期間（昭和 36 年 10 月分）を厚生年金保険の被保険者

期間として認めて欲しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、Ｃ社から提出のあった人事記録から判断すると、申

立人が同社に継続して勤務し（昭和 36 年 11 月１日に同社Ｂ支店から同社Ｄ

支店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、社会保険事務所が保管するＡ

社Ｂ支店に係る申立期間直前の健康保険厚生年金保険被保険者原票の記録か

ら、１万 8,000 円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、これを確認できる関連資料、周辺事情は無いことから、

明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に行



                      

ったか否かについては、これを確認できる関連資料、周辺事情が無いことか

ら、行ったとは認められない。 



                      

福島厚生年金 事案 326 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得

日に係る記録を昭和 35 年８月 15 日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を１

万 6,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 35 年８月 15 日から同年 10 月１日まで 

厚生年金保険の加入記録では、Ａ社（現在のＣ社）Ｄ支店における資格

喪失日が昭和 35 年８月 15 日、同社Ｂ支店における資格取得日が同年 10 月

１日となっており、申立期間が厚生年金保険の被保険者期間から欠落して

いる。 

しかし、同社Ｂ支店への異動は、入社以来、初めての転勤であったこと

から、今でもはっきり憶えているが、異動した時期はお盆のころであり、

同支店における資格取得日が昭和 35 年 10 月１日となっていることには納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、Ｃ社から提出のあった人事記録、申立人の申立期間

当時の鮮明な記憶から判断すると、申立人が同社に継続して勤務し（昭和 35

年８月 15 日に同社Ｄ支店から同社Ｂ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、社会保険事務所が保管するＡ

社Ｂ支店に係る申立期間直後の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録か

ら、１万 6,000 円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は、保険料は、給与計算において各人の標準報酬



                      

月額から一律に計算しており、控除した金額と事業主負担分を合算して納付

しているため、届出が行われなかった場合には、保険料を受領した社会保険

事務所において不合が発生し、当社に問い合わせがあったものと思われるこ

とから、納付したとしているが、これを確認できる関連資料、周辺事情は無

いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に行

ったか否かについては、これを確認できる関連資料、周辺事情が無いことか

ら、行ったとは認められない。 



                      

福島厚生年金 事案 327 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係

る記録を昭和 39 年２月 21 日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を１万円と

することが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39 年２月 21 日から同年４月 21 日まで 

私は、Ａ社に昭和 38 年９月 16 日から平成 15 年７月 15 日まで勤務した。

その間、半年から１年ぐらいの期間の出張でＢ工場に２回行ったことはあ

るが、ずっと継続して勤務し、休んだことは無かったにもかかわらず、厚

生年金保険の被保険者期間が申立期間のみ欠落していることには納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、Ａ社から提出のあった申立人に係る健康保険厚生年

金保険被保険者資格喪失確認通知書等の資料、申立人から提出のあった表彰

状（昭和 43 年 10 月 26 日付けの勤続５年の職務に対する表彰）から判断する

と、申立人が同社に継続して勤務し（昭和 39 年２月 21 日に同社Ｃ工場から

同社の本社Ｂ工場に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、社会保険事務所が保管するＡ

社に係る申立期間直後の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録から、１

万円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は、納付を行ったと思われるとしているが、これ

を確認できる関連資料、周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざ



                      

るを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に行

ったか否かについては、これを確認できる関連資料、周辺事情が無いことか

ら、行ったとは認められない。 



                      

福島厚生年金 事案 328 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立てに係る事業所における資格喪失日は、昭和 51 年３月 22 日

であると認められることから、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格の

喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

 なお、標準報酬月額については、昭和 50 年８月及び同年９月は８万円、同

年 10 月から 51 年２月までは 11 万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 50 年８月 31 日から 51 年４月 30 日まで 

私が勤務していたＡ社について、厚生年金保険の加入記録では、被保険

者資格を昭和 50 年８月 31 日付けで喪失となっている。 

しかし、Ａ社には、同社の次にＢ社に勤務するまでの 51 年４月 30 日ま

で勤務していたことから、申立期間が厚生年金保険の被保険者期間から欠

落していることには納得できない。 

なお、私は、申立期間当時は、Ａ社のＣとしてＤの事務センターに出向

しており、その後も、そのままＢ社の社員として同事務センターで同じ仕

事をしていた。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の記録により、申立人が、昭和 51 年３月 21 日まで、Ａ社に継続

して勤務していたことが確認できるが、社会保険事務所の記録では、50 年８

月 31 日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失している。 

   一方、社会保険事務所の記録では、Ａ社は、昭和 51 年４月２日に厚生年金

保険の適用事業所ではなくなった旨の処理がされているが、同日以降の 51 年

５月 13 日に、申立人を含む複数名について、50 年 10 月の定時決定が取り消

されるとともに、厚生年金保険被保険者の資格喪失日を 51 年３月 21 日から

50 年８月 31 日にさかのぼって訂正されており、社会保険事務所において、

このような処理を行う合理的な理由は見当たらない。 

   これらを総合的に判断すると、申立人について、昭和 50 年８月 31 日に資



                      

格を喪失した旨の処理を行う合理的理由は無く、当該喪失処理に係る記録は

有効なものと認められないことから、申立人の資格喪失日は、雇用保険の記

録における離職日の翌日である 51 年３月 22 日であると認められる。 

   また、標準報酬月額については、昭和 50 年８月及び同年９月は同年９月以

前の社会保険事務所の記録から８万円、同年 10 月から 51 年２月までは同年

10 月の社会保険事務所の記録から 11 万円とすることが妥当である。 

   なお、申立期間のうち、昭和 51 年３月 22 日から同年４月 30 日までの期間

については、申立人は、前述のとおり、同年３月 21 日にＡ社を離職している

上、同年４月１日にＢ社において、雇用保険の被保険者資格を取得している

ものの、同社が社会保険の適用事業所となった新規適用年月日は同年５月１

日であり、それ以前の期間に同社において、厚生年金保険の被保険者となる

ことはできず、さらに、当該期間の厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料等は無いことから、申

立人が当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 



                      

福島厚生年金 事案 329 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち昭和 36 年７月から 38 年５月までの期間の厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることか

ら、申立人のＡ事業所における資格取得日に係る記録を 36 年７月１日、資格

喪失日に係る記録を 38 年６月１日とし、当該期間の標準報酬月額を１万円と

することが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年５月から 38 年 12 月まで 

    私は、社会保険事務所に厚生年金保険の加入期間を照会したところ、申

立期間について加入記録が無い旨の回答を受けた。Ａ事業所には、申立期

間のうちの２年間ぐらい勤めており、仕事の内容は、活版印刷で、伝票類、

納品書、請求書、領収書、Ｂ事業所の荷札、はがき、名札などを扱ってい

た。証拠になるものは無いが、厚生年金保険の被保険者であったことを認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の同僚の証言から、申立期間当時、申立人がＡ事業所に正社員として

勤務していたことが認められる。 

また、申立期間当時、同社に勤務し申立人と同種の業務に従事していたと

される複数の同僚は、同事業所が新規に適用事業所となった昭和 36 年７月１

日から厚生年金保険の被保険者としての記録が存在し、それら同僚は「正社

員はすべて厚生年金に加入していたはずだ。」と証言している。 

さらに、申立人及び同僚が証言した当時の同事業所の正社員数と社会保険

事務所の記録上の厚生年金保険被保険者数がおおむね一致するため、当時、

同事業所においては、ほぼすべての正社員が厚生年金保険に加入していたと

推認できる。また、申立人の在職期間については、申立期間のうち、申立人



                      

及び複数の同僚の証言内容から昭和 36 年６月から 38 年５月までと推認でき

ることから、申立人は同事業所が新規に適用事業所となった 36 年７月から

38 年５月までの厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたもの

と認めることができる。 

また、申立期間のうち昭和 36 年７月から 38 年５月までの標準報酬月額に

ついては、同僚の標準報酬月額から、１万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、申

立期間の被保険者原票の整理番号に欠番が見当たらないことから、申立人に

係る社会保険事務所の記録が失われたことは考えられない上、仮に、事業主

から申立人に係る被保険者資格の取得届が提出された場合には、その後健康

保険厚生年金保険被保険者報酬月額算定基礎届及び被保険者資格の喪失届を

提出する機会があったこととなるが、いずれの機会においても社会保険事務

所は記録しておらず、これは通常の事務処理では考え難いことから、事業主

から当該社会保険事務所への資格の得喪等に係る届出は行われておらず、そ

の結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 36 年７月から 38 年５月まで

の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知

を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料

を還付した場合を含む。）、事業主は、当該期間に係る保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 



                      

福島厚生年金 事案 330 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における厚生年金保険の資格喪失日は、平成７年４月 16 日で

あると認められることから、申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失

日に係る記録を７年４月 16 日に訂正することが必要である。 

なお、平成６年４月から７年３月までの標準報酬月額については、32 万円

とすることが妥当である。 

また、申立人は、申立期間の②に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことが認められることから、申立人のＢ社における資格

喪失日に係る記録を平成 13 年 11 月５日に訂正し、当該期間の標準報酬月額

を 30 万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の②の厚生年金保険料を納付する義

務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

 氏    名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

 住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 平成６年４月 30 日から７年４月 16 日まで 

② 平成 13 年８月 30 日から同年 11 月５日まで 

昭和 53 年７月にＢ社Ｃ支店に入社し、同事業主が経営するＡ社を平成

15 年６月に退職するまで、両社間での異動はあったものの継続して勤務し

ており、給与からは厚生年金保険料が控除されていた。 

申立期間の①は、Ａ社の業績悪化をきっかけとしてＢ社に異動となった

時期であり、申立期間の②は、Ｂ社の業績が悪化したため再びＡ社へ異動

となった時期である。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の①について、雇用保険の加入記録により、申立人が、平成７年

４月 15 日まで、Ａ社に継続して勤務していたことが確認できる。 

しかし、社会保険庁の記録では、申立人について、平成６年 10 月の標準報

酬月額の定時決定の取消処理及び同年４月 30 日に厚生年金保険の被保険者資

格を喪失した旨の処理が７年４月６日に行われている。 



                      

また、社会保険庁の記録では、Ａ社の全喪の処理が、同社の全喪日である

平成６年４月 30 日から約１年後の７年４月６日に行われている。 

さらに、平成６年 10 月の標準報酬月額の定時決定の取消処理及び同年４月

30 日に被保険者資格を喪失した旨の処理が７年４月６日に行われている者が

申立人の他に４名（内２名は代表取締役とその妻）存在しており、かつ、商

業登記簿や雇用保険等の記録からも同社が申立期間において廃業していた等

の事実は確認できず、６年４月 30 日において、同社が適用事業所としての要

件を満たしていたと認められることから、社会保険事務所が、適用事業所で

なくなったとする当該処理を行う合理的な理由は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人について、平成６年４月 30 日に資格

を喪失した旨の処理を行う合理的理由は無く、当該喪失処理に係る記録は有

効なものと認められないことから、申立人の資格喪失日は、雇用保険の記録

における離職日の翌日である７年４月 16 日であると認められる。 

なお、平成６年４月から７年３月までの標準報酬月額については、取消処

理前の６年 10 月の定時決定の記録等から、32 万円とすることが妥当である。 

申立期間の②について、雇用保険の加入記録により、申立人が、申立期間

も継続してＢ社に勤務していたことが確認され、申立人から提出されたＤ町

発行の平成 14 年度町県民税課税台帳に記録されている 13 年の社会保険料の

控除額から、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。 

また、申立期間の②の標準報酬月額については、Ｂ社における社会保険庁

の記録等から 30 万円とすることが必要である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立どおりの届出を行ったと主張しているが、これを確認できる関

連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に行

ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこと

から、行ったとは認められない。 



                      

福島厚年年金 事案 331 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ事業所における資格喪失日に係

る記録を昭和 36 年３月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 8,000 円と

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36 年２月 28 日から同年３月１日まで 

私は、昭和 34 年８月 24 日から平成 12 年３月 31 日まで連続して 40 年余

に渡り、Ａ事業所に奉職し、退職手当もその期間が連続して計算されてお

り、昭和 36 年２月の厚生年金保険料も継続して給与から天引きされていた

記憶がある。 

昭和 36 年２月 28 日に厚生年金保険の被保険者資格を失ったのは、当時

の事務担当者のミスではないかと思われるので、調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

事業主から提出された申立人に係る「勤務記録カード」及び厚生年金保険

料控除に係る事業主の回答から、申立人がＡ事業所に昭和 34 年８月 24 日か

ら平成 12 年３月 31 日まで継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 35 年８月の社会保険事務

所の記録から 8,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立てどおり納付したとしているが、これを確認できる関連資料及

び周辺事情は無い。一方、事業主が資格喪失日を昭和 36 年３月１日と届け出

たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年２月 28 日と誤って記録する

ことは考え難いことから、事業主が同年２月 28 日を厚生年金保険の資格喪失



                      

日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年２月の保険

料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行っ

たものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付

した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 



                      

福島国民年金 事案 465 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 57 年８月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男   

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

      住    所  ：   

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57 年８月から 61 年３月まで 

 昭和 59 年から 60 年ごろ、私は、当時会計税理事務所に勤めていた妻か

ら、国民年金に加入したほうがよいと言われたので、自分で社会保険事務

所に手続きに行ったところ、職員が年金額を試算してくれて、空白の期間

を埋めたほうが有利になると説明してくれた。 

私は、昭和 61 年３月ごろ、手元にあった現金に信用金庫から貯金を引き

出し、26 万円から 27 万円の国民年金保険料を一括して支払ったので、申

立期間について同保険料を納付したことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金保険料を一括して納付したとする昭和 61 年３月ごろに

は、国民年金への加入手続きをしなかったと述べており、社会保険事務所で

管理している国民年金異動報告書によれば申立人の国民年金手帳記号番号が

初めて払い出されたのは 62 年 10 月６日以降と推定される。 

   また、社会保険庁の記録によれば、申立人の国民年金の資格取得日は、国

民年金手帳記号番号が初めて払い出された時点で昭和 57 年８月１日とされて

いたが、申立人は 57 年８月１日の時点で厚生年金保険の被保険者期間が 20

年以上あったため、国民年金の被保険者となることができず、62 年 11 月 17

日付けで資格取得日が 61 年４月１日と訂正されている。 

   さらに、申立人が主張するとおり、仮に申立期間の国民年金保険料を昭和

61 年３月ごろ納付していたとした場合、当該期間は未加入期間となり同保険

料は還付処理が行われなければならないが、還付処理された形跡は無いこと

から、申立期間の同保険料が納付されていたものとは考えにくい。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断



                      

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

福島国民年金 事案 466 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42 年 10 月から 44 年３月までの期間及び 44 年４月から 46 年

２月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女   

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

      住    所  ：   

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 42 年 10 月から 44 年３月まで 

             ② 昭和 44 年４月から 46 年２月まで 

   申立期間の①については、母が町役場で私の国民年金への加入手続きを

し、私が納付書に現金を添えて国民年金保険料を納付した。もしかすると

納税組合経由で納付したかもしれない。申立期間の②については、同保険

料をＡ県Ｂ市の郵便局で納付した。 

両期間とも国民年金保険料を納付していたのは間違いないので、納付期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の①について、申立人は、国民年金への加入手続きを申立人の母

が行い、国民年金保険料の納付を申立人自身が行っていたと主張しているが、

ⅰ）社会保険事務所が保管する国民年金手帳記号番号払出簿によれば、国民

年金手帳記号番号はＡ県Ｂ市において昭和 46 年３月 17 日以降に払い出され

ていることが確認できること、ⅱ)社会保険庁のオンライン記録によれば、国

民年金の資格取得日は任意加入した 46 年３月 22 日であることが確認できる

こと、ⅲ）申立期間の①に住所地があったＣ県Ｄ郡Ｅ町において、別の国民

年金手帳記号番号が払い出されていないこと、ⅳ)申立人は国民年金保険料を

一括して納付した記憶がないことから、国民年金保険料を納付したとは考え

難い。 

申立期間の②について、社会保険庁のオンライン記録によれば、当該期間、

申立人の夫は厚生年金保険の被保険者であることが確認できることから、申

立人は国民年金に任意加入した昭和 46 年３月 22 日以前にさかのぼって被保



                      

険者資格を取得することができず、国民年金保険料を納付することはできな

い。 

さらに、申立人は「母が昭和 42 年 10 月に国民年金の加入手続きをし、後

に母から渡された国民年金手帳はオレンジ色だった」、「昭和 44 年４月から

46 年２月までの期間の国民年金保険料は郵便局で納付した」と述べているが、

このことは当時の国民年金制度の運用と合致しない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

福島国民年金 事案 467 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成３年２月から５年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年２月から５年３月まで 

    私名義の郵便貯金の通帳を確認すると、平成 10 年３月 25 日に 30 万円を

引落した記録があり、通帳の余白に「Ａ（申立人の実名）年金代」と母の

字で書いてあった。母がこの 30 万円で私の国民年金保険料を納付したので

はないか。母の話によると、母は同保険料の納付のためにＡ市役所Ｂ支所

に出向いたが、同支所の職員に社会保険事務所で納付するようにいわれ、

そちらに行って納付したということなので、調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付には一切関与し

ておらず、社会保険庁のオンライン記録によると、申立人の国民年金加入履

歴は確認できない。 

申立人が 20 歳になった後の平成３年４月には、学生も国民年金に強制加

入することとなり、仮に 10 年３月に申立人に係る国民年金保険料が納付さ

れたとすれば、３年４月に国民年金に加入し、学生納付特例に係る手続きを

行うこととなる。しかし、３年に社会保険事務所からＡ市に払い出されたお

おむね１万件の国民年金手帳記号番号を精査しても、申立人が学生納付特例

に係る手続を行った形跡はみられず、同記号番号も付番されていないことか

ら、10 年３月に母親が郵便貯金から引落した 30 万円で同保険料を追納した

とは考え難い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたと認めることは

できない。 



                      

福島厚生年金 事案 332 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 34 年４月から 37 年４月まで 

② 昭和 50 年４月から 53 年４月まで 

私は、申立期間の①はＡ市にあった㈱Ｂ事業所に、申立期間の②はＣ県

Ｄ市Ｅ区にあった㈲Ｆ事業所に勤務していた。しかし、両申立期間が厚生

年金保険の被保険者期間となっていないことに納得できないので調べてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の①について、㈱Ｂ事業所に勤務していた複数の同僚及び事業主

の証言により、申立人は当該事業所に勤務していたと推察できる。しかし、

ⅰ）申立人は昭和 34 年４月から 37 年４月までの 37 か月間㈱Ｂ事業所に勤務

していたと申立てているが、前述の複数の同僚及び事業主は申立人は短期間

の勤務だった証言していること、ⅱ）申立人は「自分が勤務し始めた昭和 34

年４月ごろから約１年後に、実弟が自分と入れ替りに㈱Ｂ事業所に勤務し

た。」と主張しているが、社会保険事務所が保管する同事業所に係る健康保

険厚生年金保険被保険者名簿では、実弟は 34 年４月に厚生年金保険の被保険

者資格を取得したことが確認されることから、申立人が申立期間の①の期間

すべてにおいて当該事業所に勤務していたとは考え難い。 

また、事業主は「申立期間の①の当時は正社員になる前に必ず試用期間が

２～３か月あり、正社員になった者についてはすべて厚生年金保険に加入さ

せていたので、申立人は正社員になる前に辞めたと思う。」と証言している

上、連絡のとれた複数の同僚も数か月間の試用期間があったと証言している。 

さらに、社会保険事務所が保管する㈱Ｂ事業所に係る健康保険厚生年金保

険被保険者名簿には、申立人の氏名は無く、健康保険証の整理番号にも欠番



                      

は無いことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

申立期間の②について、㈲Ｆ事業所の現事業主は、申立人の氏名を覚えて

いるものの、勤務実態の詳細については記憶が無い上、当該事業所に当時の

関連資料が残されていないことから、申立人の勤務状況については確認する

ことができなかった。 

また、申立人は申立期間の②に一緒に勤務した同僚の氏名を記憶しておら

ず、社会保険庁が管理するオンライン記録から申立期間の②に当該事業所に

勤務していたことが確認できた者に照会しても、申立人が勤務していた時期、

厚生年金保険の加入状況等についての情報は得られなかった。 

さらに、㈲Ｆ事業所における申立人に係る雇用保険の加入記録は無い。 

このほか、申立人の申立期間の①及び②の期間における厚生年金保険料の

控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



                      

福島厚生年金 事案 333 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 10 年 10 月から 11 年３月まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況について照会したところ、申

立期間の加入記録が無い旨の回答を受けた。私は、夫が経営するＡ事業所

に平成元年７月から 14 年５月まで継続して勤務していたので、厚生年金保

険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から提出された申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者資格

喪失確認通知書、健康保険被扶養者異動確認通知書及び健康保険厚生年金保

険被保険者資格取得届の写しから、同社が申立人について、平成 10 年 10 月

１日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失し、同日に夫の被扶養者となった

旨の届出を行い、その後、11 年４月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取

得した旨の届出を行ったことが確認できる。 

   また、申立人が平成 11 年１月に治療を受けた診療所が保管する申立人の健

康保険被保険者証の写しから、申立期間当時、申立人が夫の被扶養者であっ

たことが認められる。 

さらに、雇用保険の加入記録によれば、申立人は、申立期間直後の平成 11

年４月１日に初めて、Ａ事業所において雇用保険の被保険者となったことが

確認できる。 

   このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 


